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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 柴  宏
問合せ先責任者 役 職 名 経 営 企 画 本 部 経 理 部 長

氏 名 露 木  満 Ｔ Ｅ Ｌ (     )－03 54017351

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成16年 4月27日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
定 時 株 主 総 会 開 催 日 平成16年 6月29日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有 （１単元  1,000株）

1. 16年 3月期の業績（平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 3月期       26,340    △5.5         845－          470－

15年 3月期       27,875    △8.9        △379 －         △679 －

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 3月期          506－          17.90          7.95     7.5     1.5     1.8

15年 3月期       △4,459－        △157.58 －    △68.0    △1.8    △2.4

(注 )1.期中平均株式数 16年 3月期     28,290,533株 15年 3月期     28,296,253株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年 3月期           0.00          0.00          0.00           0－ －

15年 3月期           0.00          0.00          0.00           0－ －

(注 )16年 3月期期末配当金の内訳 記念配当           0円 00銭 特別配当           0円 00銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 3月期       30,172       7,021     23.3         106.81

15年 3月期       34,068       6,498     19.1          88.31

(注 )1.期末発行済株式数 16年 3月期     28,288,500株 15年 3月期     28,292,800株
2.期末自己株式数 16年 3月期         11,500株          7,200株15年 3月期

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       12,750          30          10          0.00－ －

通 期       28,500         900         770－           0.00          0.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          27円 22銭

（ 注 ） １ ． 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
      ２ ． 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し て お り 、
          実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 大 き く 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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貸　借　対　照　表

（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　別 当    期 前    期 期　別 当    期 前    期

平成16年3月31日現在 平成15年3月31日現在 前期比 平成16年3月31日現在 平成15年3月31日現在 前期比

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 科　目 金　額 構成比 金　額 構成比

 （ 資 産 の 部 ） % %  （ 負 債 の 部 ） % %

流 動 資 産 23,385 77.5 27,667 81.2 △4,281 流 動 負 債 13,603 45.1 24,296 71.3 △10,692 

現 金 及 び 預 金 2,089 3,136 △1,046 支 払 手 形 557 561 △4 

受 取 手 形 669 571 98 買 掛 金 3,933 4,055 △122 

売 掛 金 7,719 8,882 △1,163 短 期 借 入 金 7,260 17,060 △9,800 

製 品 976 1,246 △269 未 払 金 574 883 △309 

半 製 品 250 296 △46 未 払 法 人 税 等 75 18 56

材 料 1,894 1,932 △38 未 払 費 用 569 368 200

仕 掛 品 5,482 5,865 △382 前 受 金 361 455 △93 

未 着 品 110 25 84 預 り 金 272 892 △620 

前 渡 金 244 220 23 固 定 負 債 9,547 31.6 3,273 9.6 6,273

前 払 費 用 84 104 △19 長 期 借 入 金 6,940 1,600 5,340

子会社短期貸付金 3,508 6,070 △2,562 繰 延 税 金 負 債 51 37 14

未 収 入 金 380 483 △102 
再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債 1,274 1,268 6

その他の流動資産 5 7 △1 退職給付引当金 1,260 334 926

貸 倒 引 当 金 △30 △1,174 1,144 その他の固定負債 21 34 △13 

固 定 資 産 6,786 22.5 6,401 18.8 385   負  債  合  計 23,151 76.7 27,570 80.9 △4,418 

有形固定資産 5,281 5,002 279 （ 資 本 の 部 ）

建 物 構 築 物 2,648 2,403 245 資   本   金 8,769 29.1 8,769 25.7         －

機 械 装 置 3,388 3,383 4 資本剰余金 7,769 25.7 7,769 22.8         －

車 両 運 搬 具 8 7 0 資 本 準 備 金 7,769 7,769         －

工 具 器 具 備 品 3,098 3,291 △193 利益剰余金 △11,392 △ 37.8 △11,899 △ 34.9 506

減価償却累計額 △7,481 △7,442 △38 利 益 準 備 金 224 224         －

1,662 1,644 17 固定資産圧縮積立金 51 51         －

土 地 3,342 3,342         － 当期未処理損失（△） △11,668 △12,174 506

建 設 仮 勘 定 276 15 261 土地再評価差額金 1,857 6.2 1,863 5.5 △6 

無形固定資産 149 213 △64 その他有価証券評価差額金 20 0.1 △2 △ 0.0 23

ソ フ ト ウ ェ ア 137 199 △62 自 己 株 式 △1 △ 0.0 △1 △ 0.0 △ 0

施 設 利 用 権 11 13 △1 

投資その他の資産 1,356 1,185 170

投 資 有 価 証 券 98 84 13

子 会 社 株 式 1,000 900 100

長 期 前 払 費 用 96 8 87

そ の 他 の 投 資 256 287 △31 

貸 倒 引 当 金 △94 △94 　　　　－   資  本  合  計 7,021 23.3 6,498 19.1 522

  資  産  合  計 30,172 100 34,068 100 △3,896 負債及び資本合計 30,172 100 34,068 100 △3,896 

(注) 保 証 債 務 90 百万円 98 百万円
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損　益　計　算　書
（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　　別　 当　　　　期 前　　　　期
自  平成15年４月  １日 自  平成14年４月  １日
至  平成16年３月３１日 至  平成15年３月３１日 比較増減

科　　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比

（ 経 常 損 益 の 部 ） ％ ％

 営  業  損  益  の  部

売 上 高 26,340 100 27,875 100 △ 1,535 
売 上 原 価 20,925 79.5 22,632 81.2 △ 1,707 
販売費及び一般管理費 4,568 17.3 5,622 20.2 △ 1,054 

営業利益又は営業損失（△） 845 3.2 △ 379 1,225
 営 業 外 損 益 の 部

営  業  外  収  益 156 0.6 154 0.6 1
受 入 利 息 97 85 12
そ の 他 58 69 △ 11 

営  業  外  費  用 531 2.0 454 1.6 76
支 払 利 息 503 408 95
そ の 他 27 46 △ 18 

経常利益又は経常損失（△） 470 1.8 △ 679 1,149
（ 特 別 損 益 の 部 ）

特　　別　　利　　益 133 0.5 49 0.1 84
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 124 　　　　　- 124
投資有価証券売却益 9 4 5
営 業 譲 渡 益 　　　　　- 44 △ 44 

特　　別　　損　　失 25 0.1 5,476 19.6 △ 5,450 
固 定 資 産 除 却 損 25 58 △ 32 
投資有価証券評価損 　　　　　- 62 △ 62 
事 業 構 造 改 革 損 失 　　　　　- 5,322 △ 5,322 
役 員 退 職 慰 労 金 　　　　　- 34 △ 34 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 578 2.2 △ 6,106 6,685
法人税、住民税及び事業税 72 0.3 13 0.0 59
法 人 税 等 調 整 額 　　　　　- - △ 1,660 1,660

当期純利益又は当期純損失（△） 506 1.9 △ 4,459 4,965
前 期 繰 越 損 失（△） △ 12,174 △ 10,257 △ 1,917 
土地再評価差額金取崩額 　　　　　- 2,288 △ 2,288 
合併に伴う未処分利益受入額 　　　　　- 253 △ 253 
当期未処理損失（△） △ 11,668 △ 12,174 506

損　失　処　理　案
（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　　別　 当　　　　期 前　　　　期
自  平成15年４月  １日 自  平成14年４月  １日 比較増減

科　　目 至  平成16年３月３１日 至  平成15年３月３１日

当 期 未 処 理 損 失（△） △１１，６６８ △１２，１７４ ５０６　
固定資産圧縮積立金取崩額 ５１ － ５１　
利 益 準 備 金 取 崩 額 ２２４ － ２２４　
資 本 準 備 金 取 崩 額 ７，７６９ － ７，７６９　

        計 △ ３，６２３ △１２，１７４ ８，５５１　
これを次のとおり処理します。

次  期  繰  越  損  失 （△） △ ３，６２３ △１２，１７４ ８，５５１　

△ 16.0

△ 5.9

△ 1.4

△ 2.4

△ 21.9
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重  要  な 会  計  方  針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　 子会社株式  　　　…………………………… 移動平均法による原価法
　　　 その他有価証券
       時価のあるもの  ………………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法
                                       　（評価差額は､全部資本直入法により処理し､
                                        　売却原価は主として移動平均法により算定）
       時価のないもの  ………………………… 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　製品､半製品、材料  　　 …………………… 総平均法による原価法
　　　　仕掛品、未着品　　   ………………………　個別法による原価法

３．有形固定資産の減価償却の方法 …………… 定率法

４．引当金の計上基準

　　　　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案して計上しており

ます。

　　　　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務から年金資産並びに

会計基準変更時差異未処理額、未認識過去勤務債務、未認識数理計算上の差異

を加減した額を計上しております。

５．リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税及び地方消費税の会計処理の方法　　……　　税抜方式

16



７．「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき､平成１４

  年３月３１日に下記方法により事業用土地の再評価を行っております。当期貸借対照表記
  載の土地の価額は当該再評価額に基づいております。なお、取得価額と再評価額との差
額については､当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し､これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上してお

ります。

   再評価の方法
       「土地の再評価に関する法律施行令」（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）
     第２条第４号に定める地価税法第１６条に規定する地価税の課税価格の計算の基
     礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算
     定した価額に合理的な調整を行って算定しております。

   当期末において上記方法により再評価した価額は、貸借対照表記載の土地の価額を
   ３６２百万円下回っております。

役  員  の 異  動

記載が可能になり次第、開示します。
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